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序　論

近年、宇宙旅行という言葉が現実味を帯びてきている。21世紀に入り、先進国

の科学技術実験の場であった宇宙空間を民間企業が利用するという時代に突入し

た。数年以内に観光客を大気圏外に送り込む宇宙観光を提供するとする企業も現

れ、近い将来宇宙空間を利用して 2地点間を結ぶ宇宙運送が実現する蓋然性が非
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常に高くなってきている。それら民間企業による宇宙運送が普及した際に問題と

なるのは、法的トラブルが発生した際に宇宙空間に法律が存在しないという点で

ある。各国が宇宙開発をする上で生じうる問題については国際公法という形で宇

宙条約や宇宙損害責任条約等いくつかの条約が発効しており、宇宙空間内におけ

る活動については国家に責任集中させる1）ことによって国家同士によって解決さ

れることを想定してきた。よって、私人間で生じる宇宙活動上の問題について規

律する法は少なく、国内法の形で宇宙物体の打ち上げについて規律する法が世界

15カ国に存在するのみである2）。これらは国内法であるため当然自国民が関連す

る宇宙活動ないし自国領域内で展開される宇宙事業についてしか適用されない。

人や物の運送にあたって宇宙空間で事故が発生した際に生じた損害をどのような

法的根拠に基づいて補塡するかについては、現状国際的な法整備は全くされてい

ない。しかし、今後宇宙運送の需要が高まった際にすべての私人による宇宙運送

において、国家が責任を負うことは現実的ではなく、私人同士の宇宙活動による

損害が発生した際に私人間での法的紛争に発展する可能性は高い3）。

世界的に統一された法を作るという試みは抵触法と実質法の両方において19世

紀末から行われてきたが4）、法がそもそも宗教や倫理思想を背景に発展してきた

経緯、経済的・社会的な要因による制約、大陸法諸国と英米法諸国の法体系の対

立など様々な要因によって未だに達成されていない5）。しかし、ジュネーブ統一

手形法・小切手法条約や船荷証券統一条約、海難の救援救助に関する条約、船舶

の衝突に関する条約に見られるように、一定の分野においては統一的な実質法作

りに成功しており、航空分野はその中の 1つである。航空法の分野においては国

際航空運送について規律する1929年の「国際航空運送についてのある規則の統一

に関する条約」（以下、ワルソー条約）及び後継の1999年モントリオール条約が統

一法としての代表的地位を確立している反面、地上損害に関するローマ条約は頓

挫状態にある6）。

宇宙運送においては、要求される技術レベルの高さから、事故が発生した際の

損害は一般的な航空運送に比べて甚大なものとなる。宇宙運送に係る立法がなさ

れる場合には現在の航空私法で問題点となっている責任限度の有無と有限責任と

した場合の上限の設定が焦点になると考えられる。

本稿では、宇宙運送について規律する統一法が必要か否か、必要であればどう

いった立法がなされるべきかを、現在の航空運送における規律及び、宇宙運送に

おいて想定されうる法的問題を検討することによって結論づける。
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Ⅰ　国際私法における統一法の議論

1　統一法の種類

前述のように世界的統一法の議論自体は19世紀から続けられてきたが、成功し

たといえるものは限られている。そもそも渉外的法律関係に国際私法が適用され

るのは各国の実質法が異なるためであるから、実質法を統一すれば渉外的法律関

係の解決が国際私法を介さずに行うことができると考えられた7）。統一法は大き

く 2種類に分けることができる。世界法型統一法と万民型統一法である。

世界法型統一法は実質法のすべてを統一し、国内外の法律関係すべてに当該統

一法を適用し、解決を図るものである。しかし、特に家族法の分野においては宗

教的・倫理的背景が国によって大きく異なりこの方法での統一は難しい。実際に

世界法型統一法の形で作成されたものの代表例が1930年のジュネーブ手形・小切

手統一条約である。我が国を含むこの条約の批准国はこの条約の内容を国内法化

し、渉外事件のみならず国内事件についても当条約に基づいた処理を行うように

なった。我が国においてはこの条約に基づき、手形及び小切手の章が商法より独

立した。

万民型統一法とは、国内的法律関係と国際的法律関係を区別した上で国際的法

律関係にのみ適用される法律を統一するものである。これは国内法の違いはその

ままに渉外的法律関係に適用される実質法を国内の実質法とは別に作るという点

に特徴がある。国際運送の分野においては万民型統一法が作られており、1924年

の船荷証券統一条約や1929年のワルソー条約（以下、1929年ワルソー条約。1955年

ヘーグ改正ワルソー条約は以下、1955年ワルソー条約）、1980年のウィーン売買条約

が代表例として挙げられる。これらはそれぞれ国際海上運送契約、国際航空運送、

国際物品売買契約という法律関係にのみ適用される。

2　統一法と国際私法

（ 1） 直接適用か間接適用か

統一法と国際私法の関係を見た場合に問題となる点は 2つある。 1つは統一実

質法として制定された条約を批准した場合に、国際的法律関係に直接適用するか

間接適用するかという点である。直接適用とは各事件につき法廷地の国際私法を

排除し、直接実質法たる条約を適用するものであり、間接適用とは、一旦法廷地
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国際私法によって準拠法を指定した後に当該準拠法国が統一法たる条約を批准し

ているかいないかで条約を適用するか、指定した準拠法をとして適用するかを決

定するものである8）。

学説の状況を見ると、統一法を直説適用すべきかについて、直接適用説によれ

ば統一法によって国際私法の適用排除の明文規定があればそれを根拠に、明文の

規定がないときは、その統一法の趣旨、目的、立法経緯等により直接適用するべ

きかを判断することとなる。他方間接適用説に立てば、法廷地国の国際私法に

よって統一法の締約国の法律が準拠法とされた場合に統一法が適用されうること

になる9）。

直接適用説の問題点としては、統一法が意図している適用範囲が不明確な場合

の統一法適用の可否、すなわち、統一法の締約国でない国に関する法律関係にお

いて、法廷地が締約国であるという理由で統一法を直接適用してしまってよいの

かという妥当性の問題がある。1964年ハーグ統一売買法条約では国際的な売買取

引に関して一律して本条約を適用することと規定されていた10）。つまり、締約国

と無関係な売買契約であったとしても法廷地が締約国であれば、統一法が適用さ

れることになる。この規定は後の条約修正11）及び後継の1980年ウィーン統一売

買法条約で修正され、締約国間における売買に関しては統一法が適用されるがそ

うでない場合には本条約の締約国の法が準拠法となる場合にのみ適用されるとさ

れた12）。

一方間接適用説の問題点としては、統一法として立法された条約が明文規定で

国際私法の適用を制限している場合の扱いが挙げられる13）。統一法の目的として、

ある法律関係につき、一律の結論が導かれることを前提として作られているので、

統一法の適用範囲内の問題について一旦法廷地の国際私法を介して準拠法を決定

することには問題があるといえよう。

このようにそれぞれの説につき、問題点が指摘されてはいるものの、現状の統

一法には適用範囲が不明確なものも多く、直接適用か間接適用かという問題に関

しては結局統一法ごとに判断するべきという見方が強いと言われている。例えば

航空運送に関する1929年ワルソー条約に関しては直接適用であるとする学説が多

数であるが海上運送に関しては1924年船荷証券統一条約の批准によって国内法と

して制定された国際海上物品運送法の適用に関し判例・学説が間接適用説を支持

し、反対説として同法は強行規定であるとして直接適用するべきという説も有力

である。また、売買取引に関してはウィーン売買条約 1条（b）に関して「国際
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私法の準則によれば締約国の法の適用が導かれる場合」という文言が直接適用を

指すか間接適用を指すかという争いがある14）。本稿では宇宙運送と航空運送の類

似性に鑑み、航空運送における判例について、統一法がどのように適用されたか

について概観する。

統一法の適用について争われた判例は多くないが、航空運送と統一法の適用に

ついてみれば最高裁昭和51年 3月19日判決15）、最高裁昭和52年 6月28日判決16）、

下級審判決ではあるが東京地裁平成11年10月13日判決17）が挙げられる。

昭和51年判決は、原告である会社 Aが被告ノースウェスト航空に対しダイヤ

モンドの航空運送を委託した事案に対するものである。運送の過程でダイヤモン

ドが滅失したため、Aが被告に対し、損害賠償を請求した。当該航空運送は米国

を出発地、日本を到着地とする国際運送であった。当判決において最高裁は「本

件木箱の運送契約は、【1929年ワルソー条約の】締約国のアメリカ合衆国の領域に

ある地を出発地とし、同じく締約国である日本国の領域にある地を到達地とする

航空機による貨物の国際運送契約であるから、その法律関係については、ワル

ソー条約が適用されることは明らかである（同条約 1条）18）。」として統一法であ

るワルソー条約を直接適用した。

昭和52年判決は、原告がダイヤモンドの輸入を、信託会社 Aを荷受人として

被告である日本航空に対し貨物運送を委託したところ、日本航空が当該貨物を紛

失し Aに到着しなかったために原告が紛失による損害賠償としてダイヤモンド

を受領することになっていた訴外会社 Bに支払った720万円及び遅延損害金の支

払いを日本航空に求めた事件に対するものである。当該航空運送は日本を出発地、

米国を到着地とする国際運送であった。当判決においては特に理由を示すことな

く当然にワルソー条約を直接適用した。

平成11年判決はコンピューター及びその備品の買主 Aと貨物海上保険契約を

締結した保険会社 Xが本件製品の一部を輸送中に紛失した航空会社 Xに対して

不法行為による損害賠償を請求した事案である。本事案は米国を出発地、日本を

到着地とする国際運送であり、当事者間には米国法を準拠法とする黙示の意思表

示があった。当時日米両国共にワルソー条約の締約国であったが、条約にいう

「運送人」の解釈が日米間で異なっていたため、日米どちらの法に基づいてこれ

を解釈するかが争点となった19）。すなわち、条約を直接適用して日本法に基づい

て解釈するか、条約を間接適用によって準拠法たる米国法の一部と解し、米国法

に基づいて解釈するかが争われた。
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判決において東京地裁は、「本件……運送契約はいずれも出発地を米国内、到

着地を日本国内とする航空機による貨物の運送契約であり、米国及び日本国はい

ずれも旧ワルソー条約の締約国であるから、……旧ワルソー条約が適用される

（同条約 1条 2項前段）20）。」と過去の最高裁判例を継承した上で、「……旧ワルソー

条約は、その21条において、『被害者の過失が損害の原因となったこと又は原因

の一部となったことを運送人が証明した時は、裁判所は、自国の法律の規定に従

い、運送人の責任を免除し、又は軽減することができる。』と規定し、また、そ

の25条 1項において、『運送人は、損害が、運送人の故意により生じたとき、又

は訴えが継続する裁判所の属する国の法律によれば故意に相当すると認められる

過失により生じたときは、運送人の責任を排除し、又は制限するこの条約の規定

を援用する権利を有しない。』と規定している。こうしたところからすると、同

条約は、法廷地の法律によって判断すべき場合があることを当然に予定している

ものといえる。また、旧ワルソー条約32条本文は、『運送契約の約款及び損害の

発生前の特約は、当事者がその約款又は特約で適用すべき法律を決定し、又は裁

判管轄に関する規則を変更することによってこの条約の規定に違反するときは、

無効とする。』と規定しており、たとい当事者が準拠法について合意しても、同

条約の規定に違反する限り無効とすることとしている。」「このような旧ワルソー

条約の趣旨、全体的な規定内容等に照らせば、同条約は、同条約 1条及び 2条に

該当する国際航空運送について直接適用されるものと解するを相当とする。」と

して1929年ワルソー条約（判例中の旧ワルソー条約） 1条と32条を根拠として本統

一法を直接適用すべきと判断した。

以上のように日本における判例に限定してみれば、法律関係が条約の射程内と

判断されれば日本の国際私法を排除して直接に統一法を適用しているように見受

けられる。

（ 2） 統一法を解釈する法の選択

直接適用か間接適用かという問題に関連して次の段階として生じる問題は、統

一法を適用するにあたって統一法の文言の解釈を何法によってするかというもの

である。統一法の直接適用と間接適用については上述のように統一法ごとに判断

される見方が強いため、ここでは航空運送の統一法についての判例、学説を紹介

する。

解釈準拠法の如何については上述の平成11年東京地裁判決において争われた点
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でもある。条約中の「運送人」の定義について、それが契約運送人であるか実運

送人であるかにつき、判決では1929年ワルソー条約を直接適用したため、法廷地

法である日本法に基づいて「運送人」を解釈した21）。学説の多数もワルソー条約

に関して直接適用説を支持しているため、法廷地実質法に基づいて統一法の解釈

が行われるとする見方が強い22）。

一方で、統一法は間接適用されるべきとした上で、統一法の解釈は準拠法地の

法によってなされるべきだという説もある23）。航空運送人の責任について、統一

法である1929年ワルソー条約が法廷地の国際私法の適用を排除し、直接適用され

るべきとする主張の根拠は同条約 1条及び32条であるが、間接適用説を支持する

立場からは、 1条は単に本統一法が適用される範囲を示しただけにすぎず、32条

の規定は国際私法上の、契約準拠法は当事者が選択できるという当事者自治の原

則に沿って、特約によって選択された準拠法が適用された結果、運送人の責任が

条約で定められている程度よりも引き下げられる場合に当該特約を無効にすると

いうものであり、締約国の国際私法を排除するものではないとしている。言い換

えると、32条は条約で運送人の責任の制限を認めることにしたにも関わらず24）、

当事者が準拠法の選択によって非締約国法を選択し、これが運送人の免責をより

認める法であった場合、条約の趣旨が失われるために置かれた規定であるとして

いる。

確かに法廷地法で条約を解釈することは法廷地によって結論が異なってしまう

危険があるが、法廷地裁判所が準拠法として選択された外国法によって解釈する

と、解釈の信頼性が劣るという欠点もある。立法論として、統一法作成にあたっ

ては条約の適用範囲を明確にするとともに、締約国の既存の国際私法の扱いを明

確に定める必要があるのではないだろうか。

Ⅱ　航空運送統一法の現状

1　ワルソー体制とモントリオール条約における航空運送人の責任

航空運送分野においては比較的早い段階で統一法の作成が行われており、運送

人の責任を定めるワルソー条約は1927年の大西洋無着陸横断飛行成功の 2年後、

1929年に採択された。現在150カ国が締約国となっている。1929年ワルソー条約

は航空機により有償で行われるすべての国際運送について適用され25）、過失推定

責任と有限責任の 2つの原則が用いられた26）。その後、1955年のヘーグ議定書に
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よる改正（1955年ワルソー条約）、1961年グァダラハラ条約や1971年グァテマラ議

定書（未発効）、1975年モントリオール議定書（一部未発効）などによる幾度かの

現代化が図られ（ワルソー体制）、1999年のモントリオール条約によってそれまで

の1929年ワルソー条約をはじめとする各補完条約類の統合がなされた。以下、

1929年ワルソー条約における航空運送人の責任制度について概観する。

1929年ワルソー条約は22条において航空運送人の責任につき有限責任を採用し

ている。その理由につき、以下の理由が挙げられている27）。

1．船舶所有者の責任制限を定める海商法の類推

2．財政基盤が弱い航空企業を保護する必要性

3．致命的な責任負担を航空企業のみに負担させるべきではないこと

4．航空運送の危険に対して航空運送人が保険をつけられるようにすること

5．賠償請求者自身が保険をつけることができるようにすること

6．運送人に加重された責任を課す代わりに責任を制限すること

特に上記 2で挙げられている航空企業の保護の要請と被害者の妥当な救済の要請

の調和を大きな趣旨とする立法であったと言われている28）。航空運送人の責任原

因については、大きく以下の 3つが規定されている。

旅客運送の場合、旅客の死傷その他身体の障害について、その損害の原因と

なった事故が航空機上で生じ、又は乗降のための作業中に生じたものであるとき

は、運送人は責任を負うものとされている29）。ここにいう「身体の障害」につい

て、純然な精神的苦痛による損害が含まれるかが大きな論点となっているが、判

例上は肉体的、外見的障害を伴う精神損害のみに限定している30）。

託送手荷物及び貨物について運送人が責任を負うのは、それらの破壊、滅失、

毀損の場合における損害について、その原因となる事故が航空運送人の管理下に

ある航空運送中に生じたものであるときとされている31）。

更に、航空運送人は旅客、手荷物又は貨物の運送における延着によって生じる

損害についても責任を負うこととされている32）。ところが、1929年ワルソー条約

中には延着についての定義規定がなかったために、その意義や損害賠償の範囲に

つき、法廷地法により判断されることとなった。本点につき、我が国においては、

海外旅行の際、出発地で預けた手荷物を目的地の空港で受け取ることができな

かった原告が被告である航空会社に対し、延着によって手荷物を利用できなかっ

たことで被った精神的苦痛に対する損害の賠償を求めたという平成15年 2月25日

仙台地裁の判決がある。本判決においては「旅客とその手荷物を全く同一の航空
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便で輸送しなければ直ちに延着に該当すると解すれば、旅客の損害が受忍の限度

を超えない些細な遅延の場合にも、逐一、被告にその損害を賠償する義務が発生

することになり、……航空会社とその旅客との力関係の差を考慮してもなお公平

を欠く。」「条約19条は、受託手荷物が同じ航空便で運送されることまで求めてい

るものと解することはできない。」「旅客と手荷物の所在、両者の地理的関係、そ

の地域における航空機の運航状況その他の交通事情、航空会社の運送処理体制等

に照らして、旅客が運送された時から客観的に相当な期間を経過して手荷物が運

送された場合には、被告は債務不履行責任を負うが、運送人が無過失であること

を立証したときは責任を免れることになる。」「もっとも、手荷物を預託した旅客

は、当該手荷物が旅客と同時に運送されることを期待し、これを前提にして目的

地到着後の行動を予定するのが通常であるから、……運送人の故意又は重過失に

よる場合には、信義則上、客観的に相当な期間の経過の有無を問わず……責任を

負うと解するのが相当である。」とした上で、 1日の延着は許容範囲であるが、

5日は客観的に相当な期間を超えていると判示した33）。

ところで、航空運送人の責任原因となる「事故」について、その定義について

も1929年ワルソー条約は規定を置いていなかったが、米国の最高裁判例において

事故の定義がなされ、1929年ワルソー条約に言う「事故」とは、予期しない、通

常ではない、外因的な出来事であるという判例法が確立されている34）。

以上のように航空運送中に、ないし航空機上で生じた事故に関し、航空運送人

は無過失を立証しなければ責任を負う旨が規定されており35）、過失推定責任が採

用されている。ここにいう無過失の立証では航空運送人は、自己又はその使用人

が運送契約の履行にあたって、善良な運送人が通常払うべき注意を払ったことを

証明すれば足りるとされていた36）。この過失推定責任は1999年モントリオール条

約の発効とともに 2層制の責任制度に変更された（後述）。

航空運送人が過失推定責任制度によって責任が加重されている見返りとして

1929年ワルソー条約においては有限責任制度が採られており、1929年の立法当時、

旅客死傷の場合の責任限度額は 1人あたり12万5000金フラン、託送手荷物及び貨

物の損害に対する限度額は 1 kgあたり250金フラン、旅客の持込手荷物について

は 1人あたり5000金フランの限度額とされた37）。この責任限度額は情勢の変化に

伴い度々引き上げられており、1975年モントリオール議定書（モントリオール第

一追加議定書）では通貨単位が金フランから国際通貨基金（IMF）の特別引出権

（SDR）へ変更された。
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ワルソー条約は1929年という比較的早い段階で制定された統一法であるが、そ

の後航空産業の急速な発展に伴い改正の動きが強まっていく。ワルソー条約自体

も1955年に改正されたがその後も前述のグァダラハラ条約やグァテマラ議定書、

モントリオール議定書など追加の条約や協定が制定された（ワルソー体制）。しか

し、これらはそれぞれの条約、協定ごとに締約国が異なってしまい38）、制度が複

雑化してしまっただけでなく、統一法たる効果が薄れるという事態に直面したた

め39）、それまでのワルソー体制関連条約を統合し、近代化する目的で1999年にモ

ントリオール条約が成立した。ここからはモントリオール条約によって加えられ

たワルソー体制への変更点を概説する。

旅客の死傷に対する運送人の責任については、過失推定責任と有限責任の 2本

柱だったワルソー体制が大きく転換され、10万 SDRまでの損害については無過

失責任とされた。10万 SDRを超える部分について過失推定責任を採り、ワルソー

条約時と同じく運送人が無過失を立証すれば免責されるとする 2層制の責任制度

が構築された40）。貨物の損害については 1 kgあたり17SDRを限度額とする無過

失責任とされた41）。延着損害に関しては過失推定責任とされ、旅客については 1

人あたり4150SDR、貨物や手荷物については 1 kgあたり17SDRが限度額とされ

た42）。

旅客の死傷、貨物の損害につき無過失責任が採用されたことにより、航空利用

者の保護が大幅に強化されたこととなった。この制度転換の背景はワルソー条約

が締結された1929年と航空産業の態様が大きく変わったことである43）。1929年ワ

ルソー条約の時代は、航空企業は政府の支配下にあるケースが多く、航空企業の

責任負担＝政府の責任負担であった。加えて航空産業がまだ黎明期であったため

に安全性の面から見ても、政府自身の利益を守るべく、航空運送人の責任を制限

する必要があったと考えられる。今日の航空産業は大きな発展を遂げ、安全性が

向上されただけでなく、航空企業も保険の利用によって自身の保護を図ることが

できる環境になった44）。そのため、ワルソー条約で見られたような運送人保護と

被害者の妥当な救済の調和を重視する必要性が弱まり、被害者保護をより強化す

るような内容に転換することができるようになった。

航空統一法を巡る課題としては大きく 2つが挙げられるだろう45）。 1つは国ご

とに批准条約が異なる可能性である。1999年時点でモントリオール条約は108カ

国が批准しており、かつワルソー体制に取って代わるものとして統一法たる地位

を確立しつつある。しかしながら、1929年ワルソー条約、1955年ワルソー条約
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（ヘーグ議定書）、その他ワルソー体制関連条約とは別個の条約であるため、例え

ばモントリオール条約の締約国はワルソー体制関連条約を破棄して新体制に移行

する可能性がある中で、モントリオール条約の非締約国は依然としてワルソー体

制を採り続けることになる。すると同じ航空統一法を締約した国家の間で採用さ

れている制度が異なるという事態が発生してしまうことになり、特に責任限度の

面で法の統一効果が大幅に弱められてしまう点が問題となりうる。

もう 1つの課題は旅客の死傷に対する損害につき、モントリオール条約では実

質的に責任限度が撤廃されたため、ワルソー体制下では大きな問題にならなかっ

た損害賠償の範囲が問題となりうる。注40）で述べたようにモントリオール条約

29条では懲罰的損害賠償、その他非補償的損害賠償の請求を認めないことを明文

で規定しているが、損害賠償の範囲や算定方法が国によって異なるため、その額

を巡る問題が発生する可能性がある。

これらの問題は宇宙運送に関する統一法を作成するにあたっては立法時に考慮

すべき課題となってくると考えられる。

2　地上第三者に対する損害

ワルソー体制関連やモントリオール条約は運送人の責任を契約法の観点から規

律するものである。航空機の墜落や航空機からの落下物によって生じた地上第三

者への損害については多くが被害地の国内法によって規制されうる46）が、国際

的にもそのような損害を規律する統一法が比較的早い段階から存在した。それが

1933年に成立した「航空機による地上第三者に対する損害に関する規則の統一の

ための条約」（以下、旧ローマ条約）である。その後、近代化のために1952年ロー

マ条約と1978年モントリオール改正ローマ条約（以下、1978年ローマ条約）によっ

て現代化が図られるが、1929年ワルソー条約や1999年モントリオール条約と異な

り、旧ローマ条約の当事国は 5、1952年ローマ条約の当事国は48、1978年ローマ

条約の当事国は1047）と、統一法としては失敗している。しかし、2001年の米国

における同時多発テロにおいて航空機が引き起こす損害が甚大であることが再確

認された上に、宇宙運送という観点から見ても、技術面において地上に損害をも

たらす危険はまだまだある。加えて、国内法として立法されている米仏等の宇宙

活動法48）や我が国の宇宙活動法中間取りまとめ49）にも宇宙活動に係る地上第三

者への損害賠償についての規律が存在する。宇宙運送に関しても、統一法の形で

世界的に規律する条約を策定するとなれば、当然事故等によって引き起こされる
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地上第三者への損害について規定する必要が生じるであろう。本節では、旧ロー

マ条約をはじめとする各統一法の内容を概観した上で、なぜ当事国の数という点

で現状では失敗に終わっているのかを分析する。

1933年に成立した旧ローマ条約の基本原則は厳格責任（免責条項付きの無過失責

任）と有限責任であった。本条約が適用されると、処分の自由を含めて航空機を

有し、自己の計算で、その利用をなす航空機の運航者は、被害者が単に損害の存

在とその航空機に損害発生の原因を帰せられることを証明することにより、責任

を負わなければならない50）。そしてその賠償責任は、航空機の各キログラムに対

して、250金フランに制限され、更にその総額は60万金フラン以上200万金フラン

未満でなければならないとされた51）。有限責任の例外として、損害が運航者若し

くはその使用人の故意又は重過失により生じたときは、運航者は無限責任を負う

とされた52）。しかし、前述のように旧ローマ条約の批准国は 5カ国にすぎず、

1952年に改正が行われた。

1952年ローマ条約では運航者の無過失責任及び有限責任という旧条約の原則は

維持された。一方で、責任限度額については、大幅な見直しが行われ、航空機の

最大離陸重量を基準に分類が行われ限度額が設定された。一番重量が大きい航空

機については1050万金フランが基準額とされ、重くなればなるほど限度額が上が

るような構造が採られた。

上記のように責任限度額について見直しを行い、批准国の増加を図ったものの、

当事国はワルソー条約のそれには遠く及ばない結果となり、更なる改正が検討さ

れた。それが1978年ローマ条約である。責任限度額について、通貨単位が金フラ

ンから SDRに変更されたことと、限度額が1952年ローマ条約に比べ 5～ 8倍53）

に増額されたことが大きな着目点である。

1978年ローマ条約の原則は厳格責任と有限責任に加えて 2つある54）。 1つは限

定責任の原則55）、もう 1つは運航者に責任の担保を義務づけたこと56）である。こ

れらは1999年モントリオール条約においても共通する原則である57）。限定責任の

原則によって、運航者は、飛行中の航空機、又はそれから落下する人若しくは物

が与えた損害であっても、条約中に明文で定める物以外については責任を負わな

いとされている。1929年ワルソー条約や1999年モントリオール条約にも存在し、

いわゆる条約の排他的強行性と呼ばれる規定であるが、詳しくは後述する。責任

の担保については、運航者は責任保険のような自己の責任を果たすのに必要な担

保を付保することが求められている。ただし、保険に限定されることはなく、当
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該責任をカバーするだけの信頼性があるもの、例えば国家の金融機関若しくは取

り扱いを認められた銀行に対する現金の供託の形式に代えることも認められてい

る58）。

このように、地上第三者の損害に対する旧ローマ条約をはじめとする諸条約は、

被害者の保護を最大限に図りつつも、厳格責任という責任要求を容認する運航者

への見返りとして、限定責任かつ有限責任とするという構造を採っている。しか

し、現実には前述のように、不法行為法からのアプローチであるこれらの条約の

当事国は現在に至るまで低迷を続けており、我が国も締結・批准はしていない。

その最たる原因は、責任限度額の存在であると言われている59）。

地上第三者損害について規定する国内法には責任制限を有するものと有さない

ものとが存在する。多くの先進国国内法は責任制限を設けていないために60）、そ

もそも有限責任としている旧ローマ条約等を受け入れることが容易でないと考え

られる。ただし、一部の国では航空事故を想定した特別法を制定している61）が、

我が国のように航空需要が非常に高い国において、航空事故に関する特別法が存

在せず、民法ないし国家賠償法に頼らざるをえないケースでは、被害者である原

告側が運航者側の故意又は過失を立証する責任を負うこととなる。そのような立

証は困難であり、なんらかの国際的統一ルールの制定は必要となってくると考え

られる。

一方、国内法によって地上第三者の損害に対する賠償に責任制限を設けていた

国62）においても、同様の重量の航空機で比較すると、1978年ローマ条約の責任

限度額は、旧西ドイツ基準の半分程度でしかなく63）、先進諸国から見ると承認は

しがたい内容であることがわかる。旧ローマ条約の責任限度額は途上国と先進国

との妥協によって設定されたと言われているが、損害を被る地上第三者は航空会

社の保険であらかじめ保護されている旅客とは異なり、あらかじめ保険を購入で

きる立場にはないため、特に先進国においてはこのような低い基準の賠償額では

被害者の救済を図れないとする批判もある64）。

3　裁判管轄、条約の排他的強行性

これまでに概観した各条約や協定には裁判管轄規定も置かれており、国境が存

在しない宇宙空間を介する宇宙運送に関する統一法の要否や内容を検討するにあ

たり触れておく必要がある。

ワルソー体制では航空運送人の責任に関する訴えは原告の選択により、条約締
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約国の領域内にある（ 1）実行運送人又は契約運送人の住所地（ドミサイル）、（ 2）

実行運送人又は契約運送人の主たる営業所の所在地、（ 3）運送人が契約を締結

した営業所の所在地又は、（ 4）到達地のいずれかの裁判所に提起することと定

められていた65）。1999年モントリオール条約では第 5の管轄裁判所として、人身

事故の場合に一定の条件下66）で旅客の住所地の裁判所にも訴えを提起できるこ

ととなった。ワルソー体制で第 5の裁判管轄が認められていなかった背景には、

旅客の住所地を裁判管轄に含めることは原告である旅客には法的な不安感を取り

除けることで都合が良く、裁判所にとっても補償額の算定について、迅速な裁判

が行えるという利点があるものの67）、被告である航空会社側には法廷地漁り

（フォーラムショッピング）をされるおそれがあったためであると考えられてい

る68）。1999年モントリオール条約では旅客の死傷事故であることかつ、条件を付

することでバランスを取っているものと思われる。

原告が複数の裁判所に訴えを提起できるかについて、我が国における昭和62年

の大韓航空機撃墜事件に関する判例69）では、「条約28条 1項の文理についてみる

に、……『いずれか一の締約国の領域において』とは、……必ずしも【運送人の

住所地ないし到達地の裁判所の】……いずれか一の裁判所のみを選択してこれに訴

えを提起しなければならず、かつ右一の裁判所に訴えを提起したときはもはや

……他の裁判所に訴えを提起することができないことを文理上明らかにしたもの

とは、解することができない。」と述べ、（ 1）一国でなされた判決の効力は必ず

しも他国で通用力を認められるものではないから、国際的二重訴訟を禁止すべき

制度的な前提に欠ける、（ 2）被告の財産が 2つ以上の国にまたがって存在する

場合、原告の権利保護に欠ける不合理な結果を招来する可能性があること、（ 3）

二重訴訟を許容すると、運送人側は複数の国の裁判所で応訴することを余儀なく

されるが、旅客に生ずる前記のような不合理に優先させるべきでなく、受忍すべ

きであること、を挙げ、同一の訴えについて同時に複数の裁判所で訴訟提起する

ことを認容した。しかしながら、フォーラムショッピングや不便宜法廷（フォー

ラムノンコンビニエンス）を助長するとして国際的二重訴訟には否定的な見解も存

在する70）。

地上第三者の損害に関しては、旧ローマ条約では被害者である原告は、運航者

の住所地国の裁判所、又は損害発生国の裁判所で訴えを提起できるとする選択的

管轄を認めていた71）が、 1つの裁判所の判決が他の締約国においても執行され

るとする保障規定が存在しなかったために、1952年ローマ条約では、損害発生地
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の単一裁判管轄を原則とし、外国判決の承認と執行についても規定を置いた72）。

例外的に当事者間の合意によって他の締約国の裁判所にも訴えを提起できるとし

た。この原則は1978年ローマ条約にも引き継がれている。

最後に現在の航空統一法における排他的強行性について述べておきたい。1999

年モントリオール条約は、旅客、手荷物又は貨物の運送によって生じた損害の航

空運送人の責任に関する訴えは、それが条約に基づくもの、契約、不法行為、そ

の他の事由を理由とするものであるかを問わず、この条約で定める条件及び責任

の限度に従うことによってのみ提起することができるとし73）また、運送人の責

任を減免する約款の効力を否定し74）、かつ運送約款及び損害発生前の合意により

結んだ、契約の当事者が適用すべき法律を決定したり、条約所定の裁判管轄を変

更したりするような特約は無効75）としている。

1978年ローマ条約においては、運航者は地上第三者に与えた損害につき、条約

に明文で定められた損害以外については責任を負わないと規定している76）。この

点につき解釈が分かれており、（ 1）条約に明記された責任限度額以上の責任は

負わないという趣旨である説、（ 2）直接損害以外には責任を負わない意味であ

るとする説、（ 3）各国の国内法は適用されないことを宣言した条項であるとす

る説がある77）。有力説は、条約に明文で規定されていないものについては、運航

者はすべて責任を負わないとする説であり、たとえ国内法で条約とは別途に救済

措置が設定されていたとしても、条約が適用されるときは条約が優先される。

これら条約の排他的強行性ないし限定責任の原則は、法の統一という諸条約の

基礎的な立法趣旨からしても欠かすことのできない規定であろう。

以上、現在の統一航空私法についてそれぞれの内容と沿革を概観してきた。そ

れぞれ改正を繰り返し、多くの国に受け容れられてきたものと失敗に終わってい

るものがあるが、宇宙運送はいわば現在の航空運送の発展形と捉えられるべき運

送形態であり、これら既存の航空条約が宇宙運送に関連する立法を行うにあたっ

て大いに参考にされるべきであると考える。

Ⅲ　宇宙運送において想定される損害の発生原因78）

本章では、まだ実現若しくは普及していない運送方法を取り上げることとなる。

宇宙運送が普及していく上で、想定されていく運送形態として以下の 3つを挙げ

た。それらの運送類型とそれに伴う損害の発生原因とそれに伴い生じうる問題を
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概観する。

1　地上の 2地点間運送

第 1の類型は、地上 2地点間の旅客・貨物運送を、宇宙空間を経由して行う運

送類型である。高高度に達することにより、空気抵抗を避け、より高速な移動が

可能であるので、短時間での人や貨物の輸送が可能になる。

本類型では、運航者と搭乗する旅客又は貨物の荷主との間に契約関係が生じる。

また、飛行に利用する機体（スペースプレーン）が現在の航空機のようなもので

はなく、ロケットやスペースシャトルのように打上げ式のものの場合、運航者と

打上げ事業者が異なるケースも考えられる。そのような場合、打上げに際して事

故が発生し、その結果として損害が発生した場合、損害を受けた旅客や荷主と運

航者との間では契約関係があるため、債務不履行責任を問うことが可能であろう

が、打上げ事業者との間では契約関係が存在しないため、不法行為責任を打上げ

事業者に対して問うことになると考えられるが、その際、一般的な不法行為法に

よって解決が図れるか検討を加える必要があるだろう。

運航者との関係では、出発地と到着地が地球上にある点では特に裁判管轄の面

では既存のモントリオール条約と類似する形での解決が可能となると思われる。

ただし、宇宙空間を飛行することにより、軌道上を飛行中の衛星等、他の宇宙物

体との衝突リスクや大気圏再突入の際の事故のリスクが発生する。そのような事

故の場合、旅客輸送の場合の損害額が非常に大きくなると考えられるし、他の宇

宙物体との衝突のようなケースでは当事者間に契約関係も存在しないことになる

ため、既存の法制度での解決は困難になるおそれがあり、検討が必要となる。

2　地上から宇宙建造物への運送

第 2の類型は地上から国際宇宙ステーション（ISS）等、軌道上又は他の惑星

若しくは衛星上の建造物への旅客や貨物の輸送を行う運送類型である。特に昨今、

民間事業者による衛星などの打上げ及び管理が活発となってきており79）、特に貨

物輸送として見れば今後更に需要の伸びうる類型であると考えられる。

旅客や貨物の荷主と運航者の関係では契約が存在することとなるため第 1の類

型と大きな違いはないと思われるが、到着地が地球上でないという特殊性が存在

する。到着地で旅客の乗降支援や荷降ろしをする第三者によって損害が引き起こ

された場合、荷主との間に契約関係がなかった場合には国際私法的アプローチで
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は不法行為法による解決を図ることになるが、原因事実発生地がどの国の領域に

も属さないため、裁判管轄や準拠法選択に際し困難が生じる可能性は高い。なお、

第 1の類型や本類型において、宇宙空間で他の宇宙物体と空中衝突を起こした場

合、損害を被った被害者が当該宇宙物体の運航者等に損害賠償請求する際にも同

様の問題が生じうると考えられる。

3　地上第三者への損害

航空機による運送を行うにあたっては地上第三者への損害賠償については既存

のローマ条約で規定されており、ロケット等宇宙物体が地表において引き起こし

た損害については宇宙損害責任条約で規定されている80）。宇宙運送につき、上記

2類型のような運送に伴って生じた事故が地上の第三者に与えた損害の賠償にあ

たっては、有限責任原則を採るローマ条約と、無限責任原則を採る宇宙損害責任

条約のどちらに合わせるかが問題となる。加えて、強力な推進力を要するスペー

スプレーンの飛行に際しては騒音やソニック・ブームが地上第三者への損害に当

たるかも検討する必要がある。ソニック・ブームとは、航空機が音速を超えて飛

行するときに生じる衝撃波のことである。航空機が飛行する角度によっては衝撃

波が地上に達し、建物の価値を減少させると言われている81）。現状、ローマ条約

においては騒音損害やソニック・ブームは適用範囲外とされており82）、各国国内

法によって土地の不法侵害や不法奪取、不法妨害の存否が主に争われ、解決が図

られる83）。

英国国内法では、航空機が航空交通令に従って天候などの影響も考慮した通常

の飛行をしている限り、土地の上空を通過したというだけでは土地の不法侵害又

は不法妨害には当たらないとされている84）。

米国においては、政府保有の航空機又は軍用機の飛行によって生じたソニッ

ク・ブームによる被害について損害賠償請求を認容した判例85）と棄却した判例86）

が混在するが、現状音速を超えて飛行する民間航空機が存在しないことと、米国

の多くの州の領域の上空では音速の壁を破るのを禁止されている87）ことから判

例法として確立された結論が出ているとは言い難い。

我が国においては、航空機による地上損害に関する特別法が存在しないため、

不法行為責任又は国家賠償法によって解決が図られることとなる88）。騒音損害に

関する我が国の判例として、大阪国際空港の周辺住民が夜間飛行禁止等を求めた

昭和56年12月16日の最高裁判決89）がある。本判決では、「空港の離着陸のために
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する供用は運輸大臣の有する空港管理権と航空行政権という 2種の権限の、総合

的判断に基づいた不可分一体的な行使の結果であるとみるべきである」として民

事請求として運航の差止めを求めることは認めなかったが、「国は右被害の発生

を防止するのに十分な措置を講じないまま……継続的に使用させてきた、という

のである。……本件空港の設置・管理に瑕疵がある」とし、国が騒音対策を講じ

ていないことを認めた上で、国家賠償法 2条 1項の規定による責任を有するとし

た。一方で、航空機の騒音の存在を認識しながら入居した場合は慰謝料の請求は

許されないとし、将来の損害の賠償請求に関しては、「将来の侵害行為が違法性

を帯びるか否か及びこれによつて……受けるべき損害の有無、程度は、……種々

の生活事情の変動等の複雑多様な因子によつて左右されるべき性質のものであり、

明確な具体的基準によつて賠償されるべき損害の変動状況を把握することは困難

といわなければならない」として認めなかった。

結　論

本稿では統一法を巡る国際私法上の議論、現在の航空運送に関する統一法の概

要、沿革の概観、問題点の分析を行った上で、宇宙運送が普及した際に想定され

る運送類型とそれに伴う損害発生原因を検討した。本章では、まず国際私法にお

ける統一法の議論において、航空運送及び宇宙運送がどのような位置づけに置か

れるかを検討し、宇宙運送に係る統一法が必要であるという立場に立った上でそ

の理由と具体的内容の検討を行う。

1　直接適用か間接適用か

航空運送に関する条約が適用される事案については、法廷地の国際私法を介す

ことなく、直接に適用される直接適用説を支持する。その理由としては 2つ挙げ

られる。

第 1に、1929年ワルソー条約に始まったすべての航空運送に関する条約が運送

人の責任に関して世界的に統一されたルール作りを趣旨として立法されているか

らである。その運送人の責任について、条約は責任の上限額等具体的な内容を定

めている。よって条約の適用にあたっては、条約上の適用範囲規定に沿うもので

あれば法廷地の国際私法を介することなく、直接適用されるべきであると考える。

間接適用説に立ってしまうと一旦法廷地において準拠法選択が行われた後、当該
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準拠法国が条約締約国であれば条約が適用されるという過程をたどることになる

が、準拠法国が条約締約国でなかった場合、訴え自体は多くの場合条約の中で規

定されている管轄裁判所に提起されることになるであろうが、条約の間接適用に

よって訴訟の解決には条約が適用されない場合も考えられる。これではたとえ当

該事案が条約の適用範囲内にあるようなケースであっても、導かれる結論が異

なってしまうおそれがあり、航空統一法の立法趣旨に反することとなる。また、

モントリオール条約やローマ条約の場合、それぞれ適用範囲が明確に定められて

おり、間接適用説の指摘する、統一法が意図している適用範囲が不明確な場合の

統一法適用の可否の問題も生じない。加えて、判例法上も航空私法条約に関して

は直接適用しているものが多いことから、実務上の問題もほとんどないものと考

えられる。

第 2に、条約中の排他的強行規定の存在である。上述のように、モントリオー

ル条約、ローマ条約共に運送人に対する損害賠償請求は条約の制限の中でなされ

るものとする規定があり、条約の中で規定されていない責任を運送人が追うこと

はないとされている90）。このような規定は、条約の適用範囲内の事例につき直接

その事例を当該条約が規律することを前提として置かれていると解され、そのよ

うな前提のもとで間接適用説を採用することは困難であると考えられる。

以上 2つの理由から、航空運送人の責任を規律する統一法は締約国内では直接

に適用されるべきであり、類似する宇宙運送に関する統一法においても同様に直

接適用される立法が行われるべきであると考える。

2　条約の解釈について

条約を適用する上での解釈につき、法廷地実質法に基づいて解釈を行うとする

説と、準拠法を指定してその準拠法地の法に基づいて解釈を行うとする説がある

ことは本稿Ⅰ章 2節 2項の通りである。航空私法条約について、直接適用説を支

持する立場から、条約の解釈を行う法は法廷地法とするべきであると考える。

1929年ワルソー条約には法廷地裁判所に解釈を委ねる明文規定が存在した91）が、

そのような規定がなかったとしても、条約を直接適用しておきながら、適用後の

解釈について準拠法を指定し、当該準拠法に基づいて解釈するのは不可解であり、

整合性が保てない。よって統一法の解釈は法廷地法によって一律になされるべき

であろう。法廷地によって解釈が異なる危険はあるものの、そもそも航空運送人

の責任を規律する条約では法廷地があらかじめ限られているため、当事者の予見
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可能性を大きく害するとは考えにくい。

判例上も、昭和62年の最高裁判決92）ではワルソー条約を直接適用した上でそ

の管轄につき日本法に基づいて解釈しているほか、平成11年の東京地裁判決93）

は「運送人」の文言解釈を日本法に基づいて行っていることから、直接適用説に

立って、解釈も法廷地法に基づいて行われることに問題はないといえる。

3　宇宙運送における統一法の必要性

これまで国際私法と航空私法の観点から現状の議論や制度の状況を分析してき

た。ここで、宇宙運送に関する統一法の要否について、現行の各法制度とは別個

の宇宙運送に特化して運送人の責任について定める統一法が必要であるという結

論を導きたい。なぜなら、現行の法制度では本稿Ⅲ章で紹介したような宇宙運送

の形態に対応するには限界があるからである。現在、大気圏内を飛行する航空運

送についてはⅡ章で分析した各条約が規定し、宇宙物体による損害については宇

宙損害責任条約が規定する。以下、航空条約と宇宙損害責任条約それぞれについ

て、宇宙運送に係る限界を検討したい。

航空法の限界について検討してみると、まず現在のモントリオール条約やロー

マ条約は宇宙空間を利用した運送は想定していない。地上第三者への損害につい

て運送人の責任を定めるローマ条約に関しては、管轄が損害発生地の管轄裁判所

になるので、大きな問題は生じないと思われるが、宇宙運送に係るローマ条約特

有の問題として、（ 1）騒音やソニック・ブームに起因する損害についての規定

がないこと、及び（ 2）批准国の少なさが問題となる。

（ 1）に関して、Ⅲ章 3節で述べたように、騒音被害については国内法による

解決が図られており、我が国においては国家が責任を取る形94）で騒音による損

害を賠償している。しかし、宇宙運送の普及、すなわち世界の様々な場所にス

ペースプレーンが乗り入れるという状況を想定すると、騒音に関する損害につき、

国際的な判決ないし結論の調和が図られることが望ましい。

（ 2）について、ローマ条約は批准国の数が相対的に少なく、多くの先進国が

批准していない現状95）から、統一法としては失敗に終わっていると考えざるを

えない。よって、宇宙運送を行うに伴って生じる地上第三者への損害については

ローマ条約の問題点の解決を図った上で、別途に新たな統一法を立法したほうが

（ 1）で述べた結論の国際的調和という観点からも適していると思われる。

一方で、航空運送に係る旅客や貨物の損害についての責任を定めるワルソー体
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制関連条約及びモントリオール条約について検討してみると、（ 1）裁判管轄に

つき、宇宙運送特有の問題に対応できないおそれがある、（ 2）現行法体系が複

雑であるという 2点が問題として挙げられる。

（ 1）について、運送人の住所地、主たる営業所の所在地、運送契約が締結さ

れた営業所の所在地及び到達地という現行規定96）そのものについて問題はない

が、Ⅲ章 2節で紹介したような地上から宇宙空間への旅客・貨物の運送にあたっ

ては到達地がどの国の領域にも当たらないという特殊事情が生じる。更なる問題

として、宇宙空間において他の宇宙物体と衝突した際に生じた損害につき、当該

物体を所有又は運航する相手方に対して訴えを提起する97）際に、運送人との間

とは異なり、当事者間に契約関係が存在しないため、不法行為責任を問うことと

なる。すると原則として不法行為発生地の裁判所が管轄を有することになり、準

拠法もその地の法が選択される98）。しかしこの場合、不法行為発生地は宇宙空間

であり、どの国の領域にも属せず、管轄裁判所も、適用されうる法も存在しない。

このような問題は現行の航空条約では解決が困難であり、宇宙運送に特化した実

質法的統一法を整備することで、準拠法選択という問題の回避が必要なように思

われる。

（ 2）に関しては、Ⅱ章 1節で述べたように、ワルソー体制関連条約、協定は

多岐にわたっており、批准国の数も異なる。更にそれらを統合する目的で作成さ

れたモントリオール条約も、出発国と到着国両方が締約国でなければならず、一

方がワルソー体制関連条約のみに参加している国だとモントリオール条約は適用

されない99）。このような状況では統一法がその役割を最大限に発揮することはで

きず、（ 1）のような宇宙運送特有の問題も存在することも踏まえると、ワルソー

体制及びモントリオール条約も宇宙運送に対応できないと考えられる。

ワルソー体制関連条約、モントリオール条約、ローマ条約に共通する問題点は、

それぞれ宇宙運送を想定していないために責任限度額が低すぎるという問題点が

ある。モントリオール条約は 2層制の責任制度100）を採用しているとはいえ、限

度額以上については過失推定責任原則を採り、運送人の責任を軽減している。宇

宙運送は現行の航空運送よりも高度な技術を要求する運送形態であり、それに

伴って生じる事故の損害も大きくなると思われる。有限責任や責任限度額の是非

については後ほど検討するが、限度額を設けるにしてもその額は批准国の数に影

響を与える101）と考えられるため、少なくとも現行制度を宇宙運送にそのまま適

用するのは困難であろう。
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以上のように、現行の航空私法条約で宇宙運送によって生じる法律問題を解決

するには限界があり、少なくとも宇宙運送に適用することは不適であると思われ

る。次に宇宙損害責任条約について検討する。

宇宙損害責任条約は、宇宙物体が地表において引き起こした損害又は飛行中の

航空機に与えた損害につき無過失責任を102）、他の国の宇宙物体又はその宇宙物

体内の人若しくは財産に対して地表以外の場所で損害を発生させた場合は過失責

任103）を、当該宇宙物体を打上げた国に負わせるものである。この条約を宇宙運

送に適用しようとする際に問題となる点は 3つある。

第 1に、この条約において責任は国家に集中しているという点である。21世紀

に入って宇宙活動参加国が増加し、衛星の利用については民間企業も積極的に参

加するようになっている。宇宙損害責任条約をはじめとする現行の宇宙関連諸条

約の多くは、国に私人の監督義務を負わせることで宇宙空間における規律の維持

を図っている104）。今後宇宙産業が更に発展し、宇宙空間の商業利用が加速する

ことを考慮すると宇宙活動、特に宇宙運送に関しては主体が国家から様々な民間

企業に移っていくことが予想される。そのような時代を迎えればもはや国家にす

べての私人の監督義務を負わせることは適当ではなく、損害賠償問題のような私

人間の権利義務関係が関わる問題に関しては私人間を規律する独立した条約を作

成するべきではないだろうか。

第 2に、宇宙運送に使用されるいわゆるスペースプレーンの形態によっても、

それが宇宙損害責任条約の適用範囲に入るのか疑問が生じる。例えばスペースプ

レーンが打上げ型であればそれが発射された国が条約のいう打上げ国105）という

ことになるだろうが、現在の航空機のように空港の滑走路から飛び立つ形態の場

合、それが打上げといえるのかが問題となりうる106）。

第 3に、上記と関連してスペースプレーンの法的位置づけが問題となりう

る107）。宇宙物体として位置づけられるのであれば宇宙損害責任条約が適用され

る余地もあろうが、航空機として位置づけられるのであれば航空私法が適用され

ることとなる。この問題に関してもやはりスペースプレーンの形態によるという

ことになろうが、宇宙運送が開始されていない現在において結論を導くことはで

きない。

宇宙運送人の責任は航空法と宇宙法の交錯点に位置する問題であり、ここまで

検討してきたように、どちらも宇宙運送に起因する私人間の法的問題を解決する

には不十分であると考えられる。従って、現行の法制度では解決が困難な中間点
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を補完する宇宙運送独自の法が必要であると考える。

4　宇宙運送統一法の立法にあたって必要となる要素

では、宇宙運送における運送人の責任を規律する統一法にはどのような要素が

必要となるのだろうか。ここまで概観、分析してきた現行の法制度であるモント

リオール条約、ローマ条約、宇宙損害責任条約と各国の国内法（宇宙活動法）を

参考に検討してみたい。

（ 1） 適用範囲

本章 1節で述べたように航空統一法について、直接適用説を採る立場からすれ

ば、本統一法においては適用範囲を明確に定義しなければならないと考える。す

なわち、宇宙運送を「スペースプレーンを用いて旅客・貨物を運送する航空運送

のうち宇宙空間を経由又は宇宙空間中の建造物等目的地とするもの」というよう

に明確に定義する必要がある。この適用範囲が不明瞭だとモントリオール条約と

適用範囲が交錯してしまうおそれもある。この際、スペースプレーンの法的地位

を含めた定義や宇宙空間108）、宇宙空間中の建造物等の定義の規定も必要となっ

てくるが、これらの点については技術面も含めた更なる議論の発展を待たなけれ

ばならないだろう。

適用対象となる私人に関しては、運送人（契約運送人と実行運送人）、宇宙空間

において空中衝突が発生した際の衝突した宇宙物体の所有者又は運航者、スペー

スプレーンの形態が打上げ式の場合で、運送人と打上げ事業者が異なる場合は当

該打上げ事業者となると考えられる。

（ 2） 法廷地国際私法の排除規定、排他的強行性の規定

統一法を直接適用するにあたって、その目的は法の統一という効果を維持する

ものであるから、当事者間で管轄裁判所を選択したり、準拠法合意や条約に定め

のない運送人の責任に関する特約を結んだりという事象は回避されなければなら

ない。そのため、本統一法にはモントリオール条約26条、29条、49条、ローマ条

約 9条のような排他的強行性を持たせる規定が必要と思われる。

また、法廷地裁判所が国際私法によって準拠法を指定すること109）を避けるた

め、法廷地が条約の締約国であり、かつ事案が適用範囲内である場合には直ちに

本条約が適用される旨の規定を設ける必要もある。これは抵触法的規定であり、
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実質法の統一をする条約と抵触法の統一をする条約は別個に立法されるべきとす

る見解も存在する110）が、本条約は適用範囲が宇宙運送のみと狭いため、同一の

条約で抵触法規定を設けるのみで足ると考える。

（ 3） 管轄規定

裁判管轄規定については、現行のモントリオール条約33条とほぼ同じ規定を設

けることが妥当であるように思われる。本章 3節で問題とした到達地が宇宙空間

の建造物等で、どの国にも属さない地である場合には、第 1から第 3の管轄であ

る運送人の住所等が選択できるし、旅客の死傷の場合には第 5の管轄である旅客

の住所地も選択が可能である。ただし、昭和62年の東京地裁判決111）で問題となっ

た二重訴訟については、判決中で述べられていたように、被害者の適切な救済の

ための執行を確保するという点と、複数の裁判所で同一旅客に対する賠償を求め

る訴えを提起されても管轄裁判所が限定されていることから運送人の予見可能性

は失われないとする点に基づいて容認されるべきであろう。

裁判管轄でもう 1つ問題となるのは被害者となる旅客又は貨物の荷主と契約関

係にない第三者の所有・運航する宇宙物体ないし所有者不明の宇宙物体に衝突し

た際の裁判管轄である。このような空中衝突については現行の航空私法において

特に規定されていないが、宇宙運送を行うにあたっては、宇宙空間におけるいわ

ゆる「スペースデブリ」と呼ばれる宇宙ゴミの問題112）もあり、運送中に生じる

事故が必ずしも運送人の責任において発生するとは限らず、独自の規定を設ける

必要がある。この場合、衝突した物体の所有者、運航者が確認できるようであれ

ば、第 6の管轄裁判所として、その所有者又は運航者の住所地若しくは主たる営

業所の所在地の裁判所を追加することができるのではないだろうか113）。衝突し

た物体の所有者又は運航者が不明な場合は当初の規定通りの管轄裁判所で訴訟を

行うこととなろう。

（ 4） 責任制度

本稿Ⅱ章 1節で述べたように、モントリオール条約は旅客の死傷に伴う損害に

つき一定の額までは無過失責任主義を採用し、それより上の損害について運送人

は過失推定責任を負うという 2層制の責任制度（実質的な無限責任）を導入して

おり、貨物の損害については無過失の有限責任制度を採用している。一方、本章

3節で概観したように、宇宙損害責任条約は飛行中の航空機に与えた損害の賠償
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につき無過失責任、地表以外での損害については過失責任を負うとしている（ど

ちらも無限責任）。

既に述べたように、ワルソー体制関連条約及びモントリオール条約が有限責任

を採用している背景には産業保護の要請があった114）。宇宙運送の普及のために

は、初期段階において、ある程度運送人たる事業者の保護が必要であるように思

われる。従って、少なくとも貨物運送に関してはモントリオール条約と同じく、

無過失の有限責任とするべきであると思われる。他方で、旅客の死傷に伴う損害

の場合、産業保護の観点からは有限責任が望ましいように考えられる。しかし、

ワルソー体制関連条約の 1つである1995年 IATA運送人間協定において、有限責

任から実質的な無限責任である 2層制へ転換がなされた背景115）には、我が国に

おいて、（ 1）航空機の安全性が向上し、責任限度額を設ける意義が薄弱となっ

た結果、自動車事故の賠償水準が航空機事故にも反映されるようになったこと、

（ 2）そのような状況の中で、自動車事故における損害賠償額と責任限度額条項

の適用を受ける国際航空事故における損害賠償額との乖離が顕著であった点、

（ 3）ワルソー条約の適用を受けない国内航空運送人については責任限度額を

1982年の時点で撤廃していた点、（ 4）あまりに低額な損害賠償額は訴訟におい

て公序に反すると判断されうる116）点、（ 5）責任限度額によって賠償額が低く

なってしまい、かつ示談が成立しない場合は関係者の刑事責任が問われる可能性

が高い点117）が挙げられている118）。

これらの点を考慮すると、モントリオール条約の採る 2層制の責任制度が旅客

の損害については適していると考えられる。第 1に、有限責任としてしまうと、

責任限度額で国の同意を得ることが難しくなってしまい、結果的にローマ条約の

ように批准国が増えないという事態に陥る可能性があるからである。第 2に、保

険制度は航空産業黎明期に比べると非常に充実しており、更に航空運送における

無限責任に対応した保険制度が機能していることから、宇宙運送人が無限責任を

担保する保険を付保することは何ら困難ではないと判断できる。第 3に、無限の

無過失としてしまうと、空中衝突のように必ずしも運送人にすべての責任を問え

ないようなケースにおいて、運送人に過大な責任負担がかかってしまう。かと

いって、過失責任としてしまうと、高度な技術によって実現している宇宙運送の

運送人の過失立証責任が旅客に負わされることとなり、被害者の衡平な救済が図

れない。よって、原則無過失責任としつつ、一定限度額以上は過失推定責任とす

ることで、事業者保護と被害者の救済の要請を図ることができる。
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加えて、空中衝突による損害の場合の規定として、1952年ローマ条約 7条や宇

宙損害責任条約 4条のように加害当事者が連帯して責任を負うとする条項を設け

るべきではないだろうか。

なお、スペースデブリとの衝突など、運送人に全過失を問えずかつ第三者もい

ないようなケースにおいても、運送人は無過失責任を負うこととなるが、その不

利益に関しては 2層制として限度額以上の負担を求めないことで解消が可能であ

ると考えられる。一方で、無過失責任の限度額については技術面を考慮して、危

険責任の法理に従い、モントリオール条約と比べると高めに設定する必要がある

し、その見直しを定期的に行う規定を設けるべきであろう119）。

モントリオール条約においては19条で延着による旅客・貨物への損害賠償につ

いて定めていたが、宇宙運送に関してはその性質上、通常の航空運送と比べて天

候その他の条件の影響を受けやすく、安全性の確保のために定時性を犠牲にする

ことも想定されるため延着による損害の規定は設けるべきでないと考える。

（ 5） 地上第三者への損害

国際航空運送においては統一法であるローマ条約が多くの国で批准されておら

ず、統一法としての役割を果たしていない。特別法として国内法による解決が図

られている国もあるが、我が国のように、航空事故に起因する地上損害に関する

特別法が存在しない国もある120）。しかし、宇宙運送については法的問題を解決

するにあたって判決の国際的調和が強く求められる。従って、宇宙損害責任条約

や一部の国で国内法として制定されている宇宙活動法との整合性を保つ形で規定

を設けることが望ましい。

宇宙損害責任条約では地上に対して引き起こした損害について無過失の無限責

任を負う旨が定められている121）。この点に関し、ローマ条約が責任上限額を設

定した結果、先進国の批判を受けた背景からも、無過失で無限責任を負うとする

べきであると考える122）。これは、地上の第三者という事前に保険などを購入す

ることができない被害者の救済を重視する法制度となる。運送人にとっては非常

に重い責任負担になるが、天災地変などの免責事由を明記することと、すべての

宇宙運送人につき、保険の付保を義務づけることで事業者の保護も図ることがで

きると思われる123）。

騒音及びソニック・ブームによる損害についても、ローマ条約では条約適用外

とされたが124）、本条約においては、スペースプレーンは宇宙空間を飛行すると
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いう特殊性があり、推進力の大きなエンジン等を使用すると考えられる。よって、

その形態（打上げ式か滑走離陸式か）に関わらず、騒音やソニック・ブームに起因

する損害についても地上第三者への損害として条約の適用範囲内とすることが望

ましいと考えられる。

5　おわりに

以上、宇宙運送における運送人の責任を定める統一法が必要であるという観点

からその内容について検討を加えてきた。宇宙運送はまだ本格的に開始されたわ

けではないため、仮定に基づき議論を進めてきた部分もあるが、将来本稿で検討

した事柄が宇宙運送のみならず、宇宙産業全体の法整備に少しでも寄与すること

ができれば幸いである。
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27） H. Drion, Limitation of Liabilities in International Air Law (The Hague: Martinus 

Nijhoff, 1954） 12頁。
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110） 高桑前掲注 9）67-68頁。
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113） 増田前掲注78）48-49頁の事例を参考にした。
114） Drion前掲注27）12頁。
115） 我が国の航空会社が約款で独自に責任限度額を撤廃したことがきっかけとされ
る。ジャパニーズ・イニシアティブともよばれる。藤田前掲注28）192頁。

116） 国内航空運送の事故であるが1967年日東航空機墜落事故に関する大阪地裁昭和
42年 6月12日判決（下級民集18巻 5・ 6号641頁）。
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